
意見案第４号

多様化する情報利用環境に対応した災害・緊急情報伝達体制の強化を
求める意見書

近年、地震や津波に加え、線状降水帯による集中豪雨、河川の氾濫、土砂災害など、
国民の生命に直結する自然災害が全国各地で頻発している。こうした災害から生命を守
るためには、正確な情報を可能な限り早く、確実に一人一人へ届けることが極めて重要
である。
国においては、全国瞬時警報システム（Ｊアラート）をはじめ、防災行政無線、テレ

ビ、ラジオ、携帯電話の緊急通報メールなど、情報伝達手段の多重化・多様化を進めて
いるところである。
一方、国民、とりわけ子どもや若者の情報利用環境は大きく変化している。テレビを

日常的に視聴せず、スマートフォンやタブレット端末、スマートテレビ、ゲーム機等を
通じ、ユーチューブをはじめとする動画配信サービスやＳＮＳを利用することが一般的
となっている。
こうした中、携帯電話を所持していない子どもや、Ｗｉ－Ｆｉ環境のみで使用するタ

ブレット端末等では、携帯電話回線を利用した緊急速報を受信できない場合がある。ま
た、テレビ放送を視聴していなければ、地震や津波、豪雨など生命に関わる情報に直ち
に接することができない可能性もある。
令和６年能登半島地震をはじめ、近年の災害ではインターネットやＳＮＳが重要な情

報伝達手段となる一方、偽・誤情報の拡散も課題となった。災害情報は、国民自らが
「取りに行く」ことを前提とするのではなく、災害発生時に国民がそのとき接している
媒体へ、信頼できる公的情報を迅速かつ確実に届ける仕組みへと進化させていく必要が
ある。
よって、国においては、防災ＤＸの取組をさらに推進し、社会の情報利用環境の変化

に対応した災害・緊急情報伝達体制を構築するため、次の措置を講ずるよう強く要望す
る。

記
１ Ｊアラート等による災害・緊急情報について、防災行政無線、テレビ、ラジオ、携
帯電話等に加え、動画配信サービス、ＳＮＳ、インターネット接続型テレビ、タブレ
ット端末、ゲーム機等、国民が日常的に利用するデジタル媒体への伝達手段の多重化・
多様化をさらに進めること。

２ ユーチューブ等の主要な動画配信サービスをはじめとする民間プラットフォーム事
業者との官民連携を進め、大規模地震、津波警報、避難情報等、人命に関わる緊急情
報について、サービス利用中であっても画面表示や音声等により、迅速に伝達できる
仕組みを検討すること。

３ 個人情報の保護や通信の秘密等に十分配慮しつつ、携帯電話回線を契約していない
端末やＷｉ－Ｆｉ環境のみで利用される端末についても、可能な限り緊急情報を迅速
に受信できる技術的・制度的な仕組みを検討すること。

４ 災害時における偽・誤情報による混乱を防止する観点から、国及び地方公共団体が
発信する災害・緊急情報について、民間プラットフォーム上において、公的な情報で
あることを明確に識別でき、迅速かつ優先的に伝達される仕組みを検討すること。
以上、地方自治法第99条の規定により提出する。
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